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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 岩手県北上市平成29年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

92,911

92,366

437.55

38,077,514

37,622,823

389,525

21,993,379

34,555,826

人(H30.1.1現在)

人(H30.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

15.5

53.5

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１ H27  Ⅱ－２

H28  Ⅱ－２ H29  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
14/93

全国平均
25.6

岩手県平均
22.5

人件費の分析欄

人件費に係る経常収支比率は、対前年度比0.3ポイントの減とな
り、類似団体平均、全国平均及び岩手県平均を下回っている。
今後もより適正な人員配置と人件費管理に努める。

(%)

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

33.8

16.8

22.7
23.022.7

24.224.1

H29H28H27H26H25

19.319.619.419.319.8

物件費 類似団体内順位
57/93

全国平均
14.5

岩手県平均
14.5

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は、対前年度比で0.5ポイントの増と
なり、類似団体平均、全国平均及び岩手県平均を上回っている。
前年度比増の主な要因は、ふるさと寄附金の増に伴う返礼品や

発送等業務委託料の増加や放課後児童にかかる健全育成事業委託
料が増加したことが挙げられる。
維持管理等にかかる経費は年々増加傾向にあることから、経費

(%)

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

26.6

7.9

16.1
15.915.414.613.9

H29H28H27H26H25

17.1
16.616.516.516.0

扶助費 類似団体内順位
28/93

全国平均
12.4

岩手県平均
9.3

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は、対前年度比0.9ポイント増となっ
たものの、依然として類似団体、全国平均及び岩手県平均を下
回っている。
主な増加要因としては、保育実施業務費（民間施設委託分）の

増加や、障がい者介護給付費の増加が挙げられる。共働き世帯や
施設利用者が増えている背景を鑑み、今後も適正な対応に努め

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

20.9

5.4

10.6
10.49.910.19.7

H29H28H27H26H25

9.2
8.38.2

7.47.2

その他 類似団体内順位
39/93

全国平均
13.3

岩手県平均
12.6

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は、対前年度比0.8ポイントの減とな
り、岩手県を上回ったものの、類似団体平均及び全国平均を下
回っている。
主に工業団地事業など特別会計への繰出金の減少が影響してい

る。また、企業立地促進補助金に該当する企業の立地がなかった
ことなどが挙げられる。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

22.4

4.0

14.4
14.513.814.214.0

H29H28H27H26H25

13.113.913.112.8
10.7

補助費等 類似団体内順位
35/93

全国平均
10.1

岩手県平均
12.7

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は、対前年度比0.8ポイントの減と
なり、類似団体平均、岩手県平均以下であるものの、全国平均を
上回っている。
前年度比減の主な要因は、下水道会計補助金（基準内・外）の

減などが挙げられる。
補助金交付基準の適正化を図り、不適当な補助金は見直しや廃

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

22.1

1.9

11.7

11.210.910.310.3

H29H28H27H26H25

10.6

11.412.612.412.3

公債費 類似団体内順位
76/93

全国平均
16.9

岩手県平均
19.9

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は、対前年度比0.7ポイント減となっ
たが、依然として類似団体及び全国平均を上回っている。
今後、過去に発行した建設事業債の償還が平成30年度まで続

く。また今後の地方債借入れの増加が見込まれる。
新規借入にあたっては、交付税措置の高い地方債を優先的に選

択するなど、将来的に厳しい財政運営にならないよう努めてい

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.5

5.2

16.1
16.216.017.517.6

H29H28H27H26H25

19.2
19.919.720.119.8

公債費以外 類似団体内順位
7/93

全国平均
75.9

岩手県平均
71.6

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は、対前年度比0.5ポイントの減
となり、類似団体平均、全国平均及び岩手県平均を下回ってい
る。
人件費の節減や扶助費の抑制などにより各平均値を下回る状態

を維持しているが、引き続き経費の削減を図り、財政の弾力性を
高めるよう努める。

(%)

110.0

100.0

90.0
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70.0

60.0

50.0

95.6

67.7

75.5
75.0

72.773.472.0

H29H28H27H26H25

69.3
69.869.868.4

66.0
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

4,814,594 51,819 61,846 ▲ 16.2
452,587 4,871 5,819 ▲ 16.3
949,539 10,220 5,868 74.2
2,916 31 1,247 ▲ 97.5

- - 0 -
138,533 1,491 2,376 ▲ 37.2
40,787 439 1,663 ▲ 73.6

▲ 504,781 ▲ 5,433 ▲ 5,271 3.1
5,894,175 63,439 73,548 ▲ 13.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.40 7.24 ▲ 0.84
99.2 98.4 0.8

（注）人口については、各調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。
（注）参考については、地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において平成30年調査結果が未公表であるため、前年度の数値を引用している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

4,380,753 47,150 39,633 19.0

- - - -

- - 58 -

1,282,733 13,806 13,693 0.8

104,421 1,124 1,763 ▲ 36.2

649,126 6,987 897 678.9

1,246 13 1 1,200.0

▲ 89,646 ▲ 965 ▲ 5,566 ▲ 82.7

▲ 3,390,773 ▲ 36,495 ▲ 36,175 0.9

2,937,860 31,620 14,303 121.1
※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H25 3,679,558 39,173 119.0 63,956 25.7 93.3

うち単独分 1,302,508 13,867 96.5 29,239 8.8 87.7
 H26 3,969,667 42,335 8.1 66,255 3.6 4.5

うち単独分 1,517,304 16,181 16.7 31,822 8.8 7.9
 H27 3,201,597 34,172 ▲ 19.3 54,227 ▲ 18.2 ▲ 1.1

うち単独分 830,331 8,862 ▲ 45.2 29,694 ▲ 6.7 ▲ 38.5
 H28 3,092,811 33,160 ▲ 3.0 57,295 5.7 ▲ 8.7

うち単独分 1,284,259 13,770 55.4 32,771 10.4 45.0
 H29 4,474,426 48,158 45.2 54,110 ▲ 5.6 50.8

うち単独分 1,497,684 16,120 17.1 30,620 ▲ 6.6 23.7
 過去５年間平均 3,683,612 39,400 30.0 59,169 2.2 27.8

うち単独分 1,286,417 13,760 28.1 30,829 2.9 25.2

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

 H25  H26  H27  H28  H29

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
岩手県北上市平成29年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

46,779

123,455

73,54872,66572,05973,68572,313

H29H28H27H26H25

63,439
64,55364,43362,30062,599

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

-5,620

35,483

14,303
14,65814,95215,91717,897

H29H28H27H26H25

31,620
30,21331,39330,561

32,996
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 岩手県北上市平成29年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

92,911

92,366

437.55

38,077,514

37,622,823

389,525

21,993,379

34,555,826

人(H30.1.1現在)

人(H30.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

15.5

53.5

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１ H27  Ⅱ－２

H28  Ⅱ－２ H29  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
76/93

全国平均
72,973

岩手県平均
75,131

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

38,485

97,541

61,846
62,05162,41665,11464,737

H29H28H27H26H25

51,819
53,22053,43551,80151,908

物件費

類似団体内順位
25/93

全国平均
57,742

岩手県平均
74,192

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

34,973

388,984

61,506

67,272

56,97356,96357,432

H29H28H27H26H25

66,384

63,689

61,48061,26565,093

維持補修費

類似団体内順位
15/93

全国平均
5,503

岩手県平均
8,048

(円)

0

10,000

20,000

30,000

538

21,475

4,939
3,9883,8254,5584,367

H29H28H27H26H25

8,4846,5425,6506,6436,267

扶助費

類似団体内順位
45/93

全国平均
103,128

岩手県平均
90,922

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

50,379

156,422

79,86679,18174,248
81,618

75,492

H29H28H27H26H25

77,929
74,06769,06466,05861,519

補助費等

類似団体内順位
42/93

全国平均
40,162

岩手県平均
72,073

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

12,990

116,677

43,895
43,65543,85739,46342,764

H29H28H27H26H25

46,368
53,045

62,31363,413
55,257

普通建設事業費

類似団体内順位
53/93

全国平均
59,467

岩手県平均
170,064

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

11,295

674,119

54,110
57,29554,22766,25563,956

H29H28H27H26H25

48,158
33,16034,17242,33539,173

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
37/93

全国平均
17,554

岩手県平均
101,405

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

0

532,815

16,097
19,61121,05528,030

H29H28H27H26H25

15,255
2,22013,97918,602

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
76/93

全国平均
29,120

岩手県平均
43,565

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

714

78,213

27,576
28,524

23,94925,784

H29H28H27H26H25

13,92322,869
15,32513,645

災害復旧事業費

類似団体内順位
53/93

全国平均
2,323

岩手県平均
33,465

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

125,183

1,308
2,3131,4433,8894,178

H29H28H27H26H25

210
161161191603

失業対策事業費

類似団体内順位
1/93

全国平均
0

岩手県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H29H28H27H26H25

0
0000

公債費

類似団体内順位
30/93

全国平均
43,047

岩手県平均
61,251

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

11,063

115,875

40,787
40,77641,13144,98744,826

H29H28H27H26H25

47,163
49,254

56,258

72,446

50,758

積立金

類似団体内順位
32/93

全国平均
13,795

岩手県平均
58,877

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

9

283,968

12,070

14,76113,10417,279

19,843

H29H28H27H26H25

13,001

9,87613,0279,309

25,199

投資及び出資金

類似団体内順位
16/93

全国平均
1,674

岩手県平均
1,983

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

24,753

2,276
2,1091,8961,2451,685

H29H28H27H26H25

6,650
6,6496,2156,8766,716

貸付金

類似団体内順位
57/93

全国平均
9,056

岩手県平均
5,255

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

42,840

5,596
6,3116,581

4,579

6,435

H29H28H27H26H25

1,811
2,1792,5933,172

8,551

繰出金

類似団体内順位
59/93

全国平均
40,626

岩手県平均
47,030

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

21,369

89,995

42,185
42,92341,70942,725

41,337

H29H28H27H26H25

36,957
38,14637,09136,405

42,455

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/93

全国平均
2

岩手県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H29H28H27H26H25

0
0000

性質別歳出の分析欄

住民一人当たり歳出決算総額は404,934円となり、前年度比14,947円の増となった。
除雪委託料を含む維持補修費が類似団体平均、全国平均及び岩手県平均を上回っており、前年度比1,942円の増となった。
公債費においては、前年度と比べると一人当たり2,091円減少したが、依然として類似団体平均を上回る高い水準が続いている。今後起債発行額の増加が見込まれるが、適債性を見極め、将来の財政負担が大きくならないよう努めていく。
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 岩手県北上市平成29年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

92,911

92,366

437.55

38,077,514

37,622,823

389,525

21,993,379

34,555,826

人(H30.1.1現在)

人(H30.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

15.5

53.5

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H25  Ⅱ－１ H26  Ⅱ－１ H27  Ⅱ－２

H28  Ⅱ－２ H29  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

議会費

類似団体内順位
84/93

全国平均
2,690

岩手県平均
3,937

(円)

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2,148

5,399

3,313
3,4463,5563,6433,609

H29H28H27H26H25

2,814
2,849

3,1403,070
2,828

総務費

類似団体内順位
54/93

全国平均
51,519

岩手県平均
120,100

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

27,165

329,831

54,496
60,31954,20559,70863,679

H29H28H27H26H25

45,266

40,56846,83543,586
61,307

民生費

類似団体内順位
61/93

全国平均
165,375

岩手県平均
156,879

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

102,334

381,343

141,442
146,340

130,422144,222137,625

H29H28H27H26H25

131,478
129,581120,044113,267108,847

衛生費

類似団体内順位
89/93

全国平均
36,113

岩手県平均
41,501

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

20,059

76,984

35,605
35,90937,606

36,753

37,709

H29H28H27H26H25

22,648

22,585
27,853

40,469

27,541

労働費

類似団体内順位
24/93

全国平均
809

岩手県平均
956

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

27,372

1,460
1,588

1,6061,2381,553

H29H28H27H26H25

1,448
1,348

1,701
3,905

9,048

農林水産業費

類似団体内順位
5/93

全国平均
11,178

岩手県平均
41,127

(円)

0

100,000

200,000

300,000

657

210,486

12,565
12,85711,73714,31213,897

H29H28H27H26H25

38,40125,92524,35219,63316,150

商工費

類似団体内順位
32/93

全国平均
13,540

岩手県平均
16,244

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

1,055

81,678

12,062

12,895

13,226
9,0338,623

H29H28H27H26H25

12,200

11,305

16,32514,438

23,710

土木費

類似団体内順位
47/93

全国平均
51,751

岩手県平均
147,047

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

20,187

513,129

44,763
44,676

43,02446,98448,533

H29H28H27H26H25

42,062
43,390

47,24650,22753,647

消防費

類似団体内順位
53/93

全国平均
14,631

岩手県平均
21,647

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

9,512

36,088

15,974
15,79416,17417,25816,637

H29H28H27H26H25

14,488
13,79913,523

16,25615,098

教育費

類似団体内順位
40/93

全国平均
55,480

岩手県平均
53,542

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

23,110

134,721

46,381
45,451

47,04946,47346,036

H29H28H27H26H25

46,756
49,223

44,01742,42243,950

災害復旧費

類似団体内順位
53/93

全国平均
2,324

岩手県平均
33,465

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

125,628

1,308
2,3131,4433,8954,182

H29H28H27H26H25

210
161161191603

公債費

類似団体内順位
30/93

全国平均
43,095

岩手県平均
61,252

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

11,063

115,875

40,788
40,77741,13545,01144,839

H29H28H27H26H25

47,164
49,255

56,261

72,449

50,761

諸支出金

類似団体内順位
8/93

全国平均
989

岩手県平均
594

(円)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

8,480

226
270227144131

H29H28H27H26H25

0
0009

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/93

全国平均
2

岩手県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H29H28H27H26H25

0
0000

目的別歳出の分析欄

類似団体平均を大きく上回っているのは農林水産業費で、住民一人当たり38,401円となり、年々増加している。これは、農村地域の共同活動を支援する多面的機能支払交付金事業の拡大に加え、農業基盤整備に係る県が実施する工事の負担金の増によるものである。
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H25 H26 H27 H28 H29

4.08 4.14 4.09 4.06 4.09

3.50 2.92 1.65 1.41 1.77

▲ 0.32 9.70 1.87 ▲ 0.07 0.36

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-2.00

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H25 H26 H27 H28 H29

分析欄

（7）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成29年度 岩手県北上市

標準財政規模比（％）

平成29年度の実質収支は、引き続き赤字地方債である臨時財政対策債
の発行を極力抑制したことにより、390百万円の黒字（前年度比＋78百万
円）となった。
単年度収支は78百万円の黒字で、実質単年度収支は79百万円の黒字

（前年度比＋94百万円）であった。
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H25 H26 H27 H28 H29

0.00 0.00 6.01 6.65 7.03

1.50 1.73 1.84 3.05 2.91

3.50 2.91 1.65 1.41 1.77

0.07 1.21 1.21 1.07 0.91

0.48 0.43 0.23 0.03 0.42

0.01 0.70 0.60 0.15 0.10

0.51 0.03 0.00 0.00 0.01

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

- - - - -

13.35 0.00 0.00 0.00 0.00

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

介護保険

後期高齢者医療

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

工業団地事業

下水道事業

一般会計

宅地造成事業

国民健康保険

電気事業

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

赤
字
額

黒
字
額

H25 H26 H27 H28 H29

分析欄

（8）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成29年度 岩手県北上市

標準財政規模比（％）

平成29年度において、北上市の特別会計及び公営企業会計に赤字会計はな
く、連結実質赤字比率は算出されなかった。引き続き、各会計において赤字が
発生しないよう適切な財政運営を行うこととする。
なお、平成25年度まで比較的大きな黒字を計上していたのは水道事業会計で

あるが、平成26年４月１日に他２市町の水道事業とともに岩手中部広域水道企
業団と統合され、新たに岩手中部水道企業団となったことに伴い、当該会計は
平成26年度より存在しなくなった。
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（百万円）

分子の構造
年度

H25 H26 H27 H28 H29

4,407 4,538 4,590 4,560 4,381

- - - - -

17 10 5 - -

2,151 1,824 1,742 1,681 1,283

46 70 62 50 104

110 80 65 59 649

- - - 0 1

3,630 3,657 3,522 3,533 3,481

3,101 2,865 2,942 2,817 2,937

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（9）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成29年度 岩手県北上市

分析欄

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

元
利
償
還
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等
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入
公
債
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等
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利
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還
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等
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入
公
債
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等

元
利
償
還
金
等

算
入
公
債
費
等

元
利
償
還
金
等

算
入
公
債
費
等

元
利
償
還
金
等

算
入
公
債
費
等

H25 H26 H27 H28 H29

（百万円）

実質公債費比率（分子）は、前年度と比較して120

百万円の増となった。主な要因は、国営土地改良事
業に係る負担金が増加したことによる債務負担行為
に基づく支出額の増や消防組合の指令センターデジ
タル化に係る起債の償還開始に伴う組合等が起こし
た地方債の元利償還金に対する負担金の増が挙げら
れる。
北上市文化交流センターさくらホールの建設に伴

う地方債の元利償還金の額は減少してきているが、
新規借入にあたっては、交付税算入される有利な起
債発行を優先していくとともに、市債発行の抑制に
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（百万円）

分子の構造
年度 H25 H26 H27 H28 H29

43,350 39,674 37,416 35,557 34,556

443 370 312 258 205

22,801 22,390 21,774 18,681 16,790

762 725 1,090 618 561

4,405 3,989 3,765 3,737 3,728

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

7,811 7,391 4,447 8,293 8,356

1,198 1,063 1,001 947 840

40,029 39,320 38,775 37,715 36,687

22,723 19,373 20,133 11,896 9,958

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額
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額
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当
可
能
財
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等

H25 H26 H27 H28 H29

分析欄

（10）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成29年度 岩手県北上市

（百万円）

将来負担比率（分子）は、前年度と比較して1,938百万
円の減となった。減少の主な要因は、地方債現在高の減
（前年度比▲1,001百万円）と、公営企業債等繰入見込額
の減（前年度比▲1,891百万円）による。
今後は新病院や新給食センターの建設にかかる債務負

担行為の支出予定額が増加する見込みである。また、地
方債残高も近い将来の増加が見込まれる。
将来負担比率としては、53.5％と前年比より10.1ポイン

トと改善した。
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（百万円）

区分 年度 H27 H28 H29

898 899 900

4,113 4,020 3,747

1,628 1,821 2,158

436 557 1,013

759 794 829

193 188 183

77 74 69

33 33 33

6,640 6,740 6,806

がん対策金

教育施設設備整備基金

基金残高合計

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

地域振興基金

庁舎建設基金

日本現代詩歌文学館基金

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H27 H28 H29

（11）基金残高（東日本大震災分を含む）に係る経年分析（市町村） 平成29年度 岩手県北上市

（百万円）

（増減理由）

減債基金については、決算剰余金を中心に積み立てるとともに、最低水準の取り崩しとし、前年度比273百万円の減となった一方、ふるさと

納税による寄附について地域振興基金に積み立てたことにより、基金全体としては66百万円の増となった。

（今後の方針）

企業の立地にともなうインフラの整備のほか統合小学校、学校給食センター及び健康管理センターなどの大型の施設整備が続く見込みと

なっており、中長期的に減少傾向である。

基金全体

（基金の使途）

地域振興基金：活力と魅力ある地域づくりの財源

庁舎建設基金：庁舎建設事業の財源

日本現代詩歌文学館基金：日本現代詩歌文学館の施設整備及び運営の財源

がん対策基金：がんの予防及び末期医療対策並びにがん患者の在宅生活及び在宅療養への支援の財源

教育施設設備整備基金：市立小学校及び中学校の学区の教育施設及び設備の整備の財源

（増減理由）

地域振興基金：ふるさと納税による寄附について地域振興基金に積み立てたことにより、456百万円の増

庁舎建設資金：毎年度の積立により35百万円の増

日本現代詩歌文学館基金：日本現代詩歌文学館施設整備改修事業に充当するための取り崩しにより、5百万円の減

がん対策基金：がん対策基金活用事業に充当するための取り崩しにより、5百万円の減

（今後の方針）

地域振興基金：ふるさと納税による寄附について一旦積み立て、充当事業を定めて取り崩して活用する

庁舎建設資金：毎年度の積立は、一旦平成30年度で終了

日本現代詩歌文学館基金：文学館の整備改修及び運用に活用する

がん対策基金：がん対策基金活用事業にて活用する

教育施設設備整備基金：活用について検討する

その他特定目的基金

（増減理由）

運用益の積立のみとなっている

（今後の方針）

運用益の積立以外には、積立及び取崩の予定はない

財政調整基金

（増減理由）

減債基金については、決算剰余金を中心に積み立てるとともに、最低水準の取り崩しとし、前年度比273百万円の減となった

（今後の方針）

企業の立地にともなうインフラの整備のほか統合小学校、学校給食センター及び健康管理センターなどの大型の施設整備が続く見込みと

なっており、中長期的に減少傾向である。

減債基金
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